




























 2.1 用語の定義：「購買調達」、「バイヤー」および「バイヤー以外」 
 2.2 仮説：「バイヤー」と「バイヤー以外」の間の認知差異の重層構造 
 2.3 上記仮説についての組織間関係論からの考察 
3. 仮説検証のための「再帰型質問票」と「追加型質問票」による調査の方法および結果の概要 
 3.1 仮説検証のための調査手法：「再帰型質問票」と「追加型質問票」 
 3.2 定量調査の概要 
 3.3 再帰型質問票を用いた今回調査 1 の結果と一次的考察 
 3.4 追加型質問票を用いた今回調査 2 の概要と結果 
4. まとめと追加的調査を踏まえたディスカッション 
 4.1 まとめ 
 4.2 ディスカッション：重層的認知的差異の原因 
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た企業においては約 7 割に及んでいる。 
従来、製造業における購買調達部門は、スタッフ部門あるいは間接部門であり、文字通
り「コストセンター」として位置づけられることが多かった。しかし、日本の製造業の購





























                                                  
1 2006 年 5 月～2007 年 4 月。同部門内における自発的学習組織の立ち上げと実行を行った。情報交換
のミーティングは 100 回を超え、対象は役員を含む全部員に及んだ。 
2 バウンダリー（boundary）には“limit”の含意があり「ここまでを内側とする」ことを意味し視点は内











































                                                  
3 筆者が参与観察および調査を行った企業においては、形式的には担当部品や担当資材によって責任が
決まっているが、サプライヤーの供給する部品が特定されることが多いことから、結果的に「バイヤー」
は、平均 15 社程度のサプライヤーを担当している。 
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(1) Pfeffer & Salancik と Resource Dependence 
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るのではないだろうか（第 3 レベル）。 
 






















いう認識（第 3 レベル）に現れるのではないかと考えられる。 
 
(3) Evan と Organization Set  







担当者 (boundary personnel) とその行動の重要性に注目した。その論点は筆者が 40 名近
い「バイヤー」を身近に観察してきた実感と整合性を有する。 
「バイヤー」にとって最も重要な責務は原価低減（原低）目標の達成であり、その活動
                                                  
6 なぜ市場に対して「企業」や「組織」が存在するのかという Ronald H. Coase が 1937 年に提起し、
その後 Oliver E. Williamson によって再度提起された根源的な設問に源流をもつ。 

















更に認知の差を当然とする認知（第 2 レベル）に繋がるのではないかと考えられる。 
 
(4) Thompson と Boundary Spanning/ Buffering 























                                                  
8 参与観察を行った組織の内部ではこうした様子を「テーブルの上で握手して下で蹴りあう」と形容し
ている。単に境界で環境と相互作用するだけでなく、サプライヤーが「相手」あると同時に「仲間」であ
るという両義性の観点からも boundary の用語は実態と整合する。 
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回調査 2）。この調査手法を整理すると表 2 の通りとなる。 
 
表 2 認知的差異の重層性のレベルと仮説検証の方法 





















































調査期間 2007 年 2 月 28 日 17 時～19 時（2 時間。説明および討議を含む）  
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ある 47 名より抽出された。標本数は少ないが、本調査の性質より回収率は出席者の 100％
であり、またスライドを用いた口頭説明及び不明点についての質疑応答を行いながら記入
しているため、回答率も 100％であり、正確性は高いと考えられる。回答者属性は表 3 に
示した通り「直接バイヤー」が 10 名、「バイヤー以外」が 15 名であった。性別は、男性
が 22 名 (88％)、女性が 3 名（12％）であった。 
分析は各調査項目の分散分析を行い、それらの平均値について t 検定（両側検定）を行
い、有意差水準は 5％とした。本質問票においては、7 段階のリッカート形式を用いたが、
前回調査との整合性から、1 から 4 までとし、その中間に 3.5 点、2.5 点、1.5 点を設けた。
それぞれの質問項目に対して 4 を最高得点、1 を最低得点とした。 
 
3.3 再帰型質問票を用いた今回調査１の結果と一次的考察 
(1) 前回調査の内容  
今回調査においては、前回調査において「バイヤー」と「バイヤー以外」の間に認知上
の有意差がある（p≦0.050）、またはやや差がある（p≦0.100）とされた表 1 の合計 10
項目についてフィードバックを行った11。 
 
表 3 情報（前回調査の結果内容（n=47））として伝達した内容 
1.「顧客やサプライヤーの声をよく聴く」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.95、「バイヤー以外」は平均値 2.67 で、有意に差がみられた 
（p＝0.050）。 
2.「社外の人脈を広げることを大切にしている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.81、「バイヤー以外」は平均値 2.48 で、やや差がみられた（p＝0.062）。
3.「サプライヤーの声は自社の製品に反映されている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.14、「バイヤー以外」は平均値 2.59 で、有意に差がみられた 
（p＝0.003）。 
4.「自社のありかたについて誇りを感じている」の項目では、 
「バイヤー」は平均値 2.24、「バイヤー以外」は平均値 2.63 で、有意に差がみられた 
（p＝0.012）。 
5.「チームや部門を超えた情報共有が行われている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.14、「バイヤー以外」は平均値 2.48 で、有意に差がみられた 
（p＝0.023）。 
6.「製品に関する技術・ノウハウは、社内に十分蓄積されている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.14、「バイヤー以外」は平均値 2.44 で、やや差がみられた（p＝0.060）。
7.「サプライヤーの置かれた経営状況は詳細に把握できている」の項目ついては、 
「バイヤー」は平均値 2.10、「バイヤー以外」は平均値 2.41 で、やや差がみられた（p＝0.061）。
8.「主要な協力企業・サプライヤーと良好な関係を保ち信頼関係を築けている」の項目つい
ては、 
「バイヤー」は平均値 2.38、「バイヤー以外」は平均値 2.63 で、やや差がみられた（p＝0.091）。
9.「社内では誰とでも円滑にコミュニケートしている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.67、「バイヤー以外」は平均値 2.93 で、やや差がみられた（p＝0.094）。
10.「自社は社会から高い評価を得ている」の項目については、 
「バイヤー」は平均値 2.38、「バイヤー以外」は平均値 2.67 で、やや差がみられた（p＝0.092）。
（出所）杉浦，2007a。 
                                                  
11 前回調査で使われた尺度はリッカート 4 点法で、4 は「全くそう思う」、3 は「そう思う」、2 は「そ
う思わない」、1 は「全くそう思わない」であった。有意差水準は 5％とした。 
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(2) 今回調査 1 の概要と結果  




ープについての平均値の有意差検定を行ったのが下記の表 4 である。 
この調査においては、「当然そうだと思う（全く驚かない）」を 4 点、「そうだと思う
（驚かない）」を 3 点、「意外に思う（驚いた）」を 2 点、「全く意外に思う（大変驚い
た）」を 1 点として記入するように指示した。3.5 点は 4 点と 3 点の中間、2.5 点は 3 点


















3.20 0.48 3.50 3.00 0.007 
2.「社外の人脈を広げることを大切にし
ている」で B>NB 
2.88 0.81 3.44 2.50 0.002 
3.「サプライヤーの声は自社の製品に反
映されている」で B<NB** 
2.93 0.79 3.38 2.63 0.018 
4.「自社のありかたについて誇りを感じ
ている」で B<NB* 
2.14 0.80 2.39 1.97 0.056 
5.「チームや部門を超えた情報共有が行
われている」で B<NB* 
2.82 0.63 3.11 2.63 0.061 
6.「製品に関する技術・ノウハウは、社
内に十分蓄積されている」で B<NB 
2.91 0.58 3.22 2.70 0.024 
7.「サプライヤーの置かれた経営状況は
詳細に把握できている」で B<NB 
2.14 0.80 2.39 1.97  
8.「主要な協力企業・サプライヤーと良好な
関係を保ち信頼関係を築けている」でB<NB
2.62 0.74 2.94 2.40 0.070 
9.「社内では誰とでも円滑にコミュニケ
ートしている」で B<NB 
2.55 0.75 2.62 2.50  
10.「自社は社会から高い評価を得てい
る」で B<NB 
2.69 0.63 3.06 2.45 0.015 
（出所）筆者作成。 
 *は p≦0.05 水準、**は p≦0.01 水準 










とが認められた。特に注目すべき点は次の 2 点である。 
(1) 10 項目の全てにおいて「バイヤー」は相対的に当然であると感じているのに対し
て、「バイヤー以外」は相対的に意外な印象を持っていることは特筆される。 
(2) 10 項目のうち、2 項目についてはｐ≦0.010、3 項目について 0.010＜ｐ≦0.050、




いる。全項目について B<NB であり 80％の項目についてその差が p≦0.01 水準であると
いう事実は、別のレベルでの際立ったかつ構造的な認知的差異であることを示唆している。 
 






表 5 「追加型質問票」（今回調査 2）におけるバイヤー、バイヤー以外の平均値の有意差検
定の結果の比較                                （n=25） 








2.78 0.88 3.30 2.43 0.012 
「バイヤーは環境変化にさらさ
れている」 
3.23 0.55 3.70 2.48 0.047 
「日頃からバイヤーとバイヤー
以外の間に壁や溝を感じていた」 
3.26 0.78 3.55 3.07  
「バイヤーとバイヤー以外の間
の差は埋めるべきだ」 
2.62 0.89 2.45 2.73  
（出所）筆者作成。 





                                                  
13 「全くそう思う（強く同意する）：4 点」「そう思う（同意する）：3 点」「そう思わない（同意しない）：
2 点」「全くそう思わない（全く同意しない）：1 点」とした。3.5 点は 4 点と 3 点の中間、2.5 点は 3 点と
2 点の中間、1.5 点は 2 点と 1 点の中間である。有意差水準は 5％とした。 
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れば、認知的差異には重層的構造がある。調査結果をまとめると下記の表 6 の通りとなる。 
 
表 6 認知的差異の重層性に関して実証された仮説 （まとめ） 








































ビューを行った（2007 年 10 月 1 日～7 日）。更に、電気、機械、ソフトウェアなど、40
社のバイヤーに対するアンケート調査を実施した（調査名：「業種横断バイヤー45 名調査」、
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